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製品開発に関する調査 2024 

─18 年間の変化傾向と単純集計の結果─ 

 

 

 

濱 岡   豊 

 

＜要  約＞ 

本研究では2007年度から日本企業を対象に研究開発，製品開発に関する二つの調査を行ってきた。本稿

では，2024 年 11 月から行った「製品開発についての調査」（通算 13 回目）の結果について報告する。2007

年から 2024 年のトレンド係数が有意となったのは，設定した 250 項目のうち 47 項目となり前回よりも 10

項目増加した｡変化した項目からは前回調査同様「製品の複雑化」「市場の変動の低下」「ユーザー間，ユーザ

ーとの関係の希薄化」「開発プロセスでの情報収集活動の低下」「企業内，企業間での情報共有の進展」「企業

内での公募，知識や情報共有の低下」などの問題が重要化していることがわかった。前回はトレンドが有意で

はなかったが新たに有意となった 12 項目は，「開発プロセスでの情報収集活動の低下」「ユーザーとの関係の

希薄化」に関する項目が複数含まれており，これらの傾向がさらに強まっていることが確認された。 

前回に続いて東日本大震災・福島原発事故，新型コロナウイルスという緊急事態宣言に関する質問も設定

した。東日本大震災・福島原発事故時は「自社の拠点」や「売上」よりも「原材料の調達」「製品の流通」などサプ

ライチェーンおよび｢業績(売上，利益など)｣への影響が大きかった。緊急事態時の「社内での訓練」｢対応する

危機管理部問の設置｣「業務継続計画の策定」の実施率は 2020 年と比べて高くなり，70%以上の企業が行

っている｡一方，「生産拠点の整備」「調達先の整備」など東日本大震災で影響が大きかったサプライチェーンの

整備は 40%程度，緊急事態を想定した「取引先」｢官庁，自治体｣との情報共有は 20%台と実施率は低いま

まである。新型コロナウイルス感染への対策として，「社内」「取引先」との「製品開発の会議や打ち合わせ」は比

較的リモート化が進んだが，リモート化による意思決定やコミュニケーションへの評価については，どちらともい

えない状況であった｡ 

 

 

＜キーワード＞ 

製品開発，ユーザー・イノベーション，継続的アンケート調査，東日本大震災，福島原発事故，新型コロナウイ
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1 ．研究の背景・目的とこれまでの知見 

1 ） 研究の背景・目的 

本研究を開始したのは 2005 年であり，2006年のパイロット調査を経て，2007 年以降，研究開発，製品

開発という二つの調査を継続してきた。これまでの繰り返しになるが，研究の背景と目的を確認しておく。日本

企業の製品開発力については，自動車業界を対象としたClark and Fujimoto（1991），事例調査およびア

ンケートによって業種間での比較を行った藤本・安本（2000），顧客志向に注目した川上（2005）などの研究

があった。ヒット商品の開発プロセスやブランドマネジメントについて調査した民間の調査も行われていた（日

経産業消費研究所 2002, 2003）。これらは主に製品開発プロセスに注目したものである。一方で，開発さ

れた製品の市場における成功については，Edgett et al.（1992）の日英での国際比較，Song and Parry

（1997a, b）などがあった。これらの研究は，それぞれ開発プロセス，導入後のマーケティングについて注目し

ており，両者を統合した研究は筆者の知る限り存在しなかった。また，これらの研究における定量的な調査は，

単発で終わっており，時系列での比較ができない状況であった。このため，日本では「新製品の成功率が低い」

「近年，顧客が見えなくなった」という言葉は聞くものの，それを裏付ける客観的なデータがない状況にあった。

さらに当時は，企業内での製品開発だけではなく，ユーザー，特に消費者によるイノベーション（von Hippel 

1988, 2005），企業外部のサプライヤー，取引先，大学などからの知識を利用したオープン・イノベーション

（Chesbrough 2003），さらには想像的な消費者を前提とした共進化マーケティング（濱岡 2002）といった，

よりオープンな製品開発が注目されていた1。 

研究開発に関しては，文科省による「民間企業の研究活動に関する調査」が 1968 年以降行われてきたが，

文字通り研究開発に関する項目に限定されている2。このような背景で企図された本研究は，日本企業の研究

開発，製品開発から市場における製品のパフォーマンスに至る総合的なデータを蓄積し，その変化の動向を把

握することを目的としている。そのうち本稿で紹介する製品開発調査は，マーケティング・リサーチや開発ツー

ルの利用実態とあわせて，Clark and Fujimoto（1991），藤本・安本（2000），川上（2005）などの研究で

指摘された日本企業の開発プロセス，ユーザー・イノベーションに関する項目を含んでいることも特徴である。 

 

2 ）これまでの結果 

前回の調査(濱岡 2023)まで，つまり 2007 年から 2022 年で有意なトレンドがあったのは設定した 250

項目のうち 37 項目であった。変化した項目からは，これまでの調査同様「市場の変動の低下」「ユーザーとの

関係の変化」「開発プロセスでの情報収集活動の低下」「製品の複雑化」「業内，企業間での情報共有の進展」

「企業内での公募，知識や情報共有の低下」などの問題が重要化していることが読み取れた。 

2020 年度に続いて，東日本大震災・福島原発事故，新型コロナウイルスによる緊急事態宣言に関する質問

も設定した。東日本大震災・福島原発事故時は「自社の拠点」や「売上」よりも「原材料の調達」「製品の流通」

などサプライチェーンへの影響が大きかった｡緊急事態対応のため 6 割の企業が「業務継続計画の策定」「社

内での訓練」を行っているが，「調達先の整備」「生産拠点の整備」など外部との調整，特に「官庁，自治体との

情報共有，連絡」の準備割合は低いままである｡緊急事態に対して，「国や自治体の指針が発出されたタイミン

グで出社制限などを行う」上場企業の割合が 2020 年の 61.8%から今回は 89.3%へと増加していた｡ 

本稿では 2007 年から 2024 年までのトレンド分析の結果を紹介し，単純集計の結果を概説する。これま

でに行った製品開発に関する調査の結果については，馬ら（2008），尤ら（2009），濱岡（2010a, 2011a, 

2012b, 2013b），濱岡・尤（2014），郷・濱岡（2015b, 2017, 2019），濱岡（2021a,2023）を参照された

い。 

 

 
1 2020 年時点で､EBSCO の経営学系の論文のデータベースで，“Japan”，“new product”，“survey” をキーワードとし

て 2008 年以降の学術誌を検索したところ 37 件がヒットし､そのうち本研究と関連するのは Song et al.（2010）， 

Kawakami et al.（2011）， Johnson and Filippini （2013）， Nakata et al.（2018）であった(濱岡 2021a, 2023a)｡

2025 年 3 月時点で同じキーワードで 2020 年以降を検索したところ 3 件がヒットしたが､関連があるのは､感性工学について

論じた Guo et al.(2020)のみであった｡ 
2 文 部 科 学 省 「 民 間 企 業 の 研 究 活 動 に 関 す る 調 査 」 。 現 在 は 科 学 技 術 ・ 学 術 政 策 研 究 所 が 実 施 。

https://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/chousa06/minkan/gaiyou/chousa/1267141.htm 
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2 ．調査の概要 

1 ） 調査方法 

本研究は 4 年間を 1 期として科研費を申請し，4 回助成を受けてきた。はじめの 2 期 8 年間，つまり

2007 年‒2010 年度および 2011 年‒2014 年度は上場企業に限定して，毎年，「研究開発についての調査」

と「製品開発についての調査」という二つの調査を行ってきた。2015 年度からの第 3 期以降は，上場企業と

あわせて非上場企業も調査対象に加える代わりに，二つの調査を交互に 1 年おきに行うこととした。つまり，

2015，2017，2019，2021，2023 年度は「研究開発についての調査」，2016，2018，2020，2022，

2024 年度は「製品開発についての調査」を行うこととした。 

上場企業については，これまで通り以下のサンプリング方法とした。上場製造業について，ダイヤモンド社の

会社職員録より，（1）「商品企画」などの部署がある企業を選び，その長を選ぶ（150 社）。（2）商品企画などの

部署がない企業については，広報部，管理部門など製品開発に関連がありそうな部署の長を選ぶ（327 社）3。

非上場企業についても，上場会社と同様の基準で選んだ。このようにして上場企業 477 社，非上場企業 465

社の計 942 社を調査対象とした（表 1）。 

なお，今回も 2022 年度と同様，依頼状とアンケート調査票を郵送し，回答については，郵送した質問紙へ

の記入・郵送だけではなく， Web からも回答頂けるようにフォームを設置した4。この結果，郵送での回答

113 社，ホームページ に公開した pdf のメール送信 1 社，Web フォームからの回答 65 社の計 179社か

ら回答頂いた。回答率は 18.7％となった。 

無回答バイアスの有無を検証するため，調査年度毎の送付先リストを用いて，log（資本金），log（売上高），

log（従業員数）を従属変数5とし，上場企業か否か，回答頂いたか否か（回答ダミー）を説明変数とした 3 つの

回帰分析を行った。この結果，2024 年度は，log(売上)について回答ダミーが正で有意となった｡但し他の 2

項目については有意とはならなかったので，無回答バイアスは大きくはないと判断する。 

 

2 ） 調査項目 

本調査は以下の内容から構成されている。Q 1 から Q13 は，初回の調査から設定した項目である6。Q14

以降は 2020 年度以降，設定している，東日本大震災，新型コロナウイルスという緊急事態に関する項目であ

る。 

・自社について 

Q 1  業種 

Q 2  売上規模 

Q19 組織文化など 

・環境について 

Q 3  製品の特徴 

Q 4  市場の状況 

Q 5  他社と比べた自社の特徴 

・ユーザーによるイノベーションについて 

Q 6  ユーザーの特徴 

 
3 2016 年度の調査では，上場企業に関しては 2016 年度の新しい名簿からだけでなく，それに含まれていない企業を 2014

年度の送付先からも抽出した。しかし， 2 年前の名簿ということもあり，宛先不明で返送されるものがあったため，2018 年度

以降は過去の名簿は使わないこととした。 
4 2019 年度の｢研究開発についての調査｣までは，11 月に調査票を郵送し，回答したものを返送して頂くという郵送法で行って

きた。2020 年度は新型コロナウイルス感染症対策として非接触型の調査とするため，依頼状を郵送し，インターネットのサイトで

回答して頂く方法とした。この結果，回答率は 7.7％と低下してしまった（濱岡 2021a）。これは，インターネットで回答すること

が企業のセキュリティ上問題になること，紙への記入と比べて回答が面倒，新型コロナウイルスによる出社率の低下などが理由だ

と推測している。このため，2021 年度の「研究開発についての調査」以降は，このような方式で調査を行うこととした｡ 
5 いずれも用いた名簿に付加されている情報である。 
6 2010 年度と 2011 年度については，ラディカル・イノベーションについての 30 問程度を設定した。これとあわせて調査票の見

直しを行い，2012 年度からは流通経路や取引相手との関係についての設問，一つの因子にまとまらない変数を削除した（濱岡 

2013b）。 

 さらに，2012 年度から，これまでの分析結果を踏まえて，平均値が一貫して低く，実施されていない項目や，同一の概念を測

定するために設定したが収束妥当性が低い 20 項目を削除した。一方，「企業間関係のマネジメント能力（Kirschman and 

LaPorte 2008）」についての項目を追加した。 
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Q 7  ユーザーによるイノベーションの実態 

・製品開発プロセスの実態 

Q 8  市場情報の収集 

Q 9  情報の利用状況 

Q10 発売した製品の数と成功数 

Q11 製品開発のきっかけ 

Q12 開発プロセスでの利用ツール 

Q13 開発プロセスの特徴 

・二つの緊急事態の影響，対応について 

Q14 東日本大震災の影響 

Q15 緊急事態への対応，準備状況 

Q16，Q17 新型コロナウイルスへの対応 

Q18 緊急事態への対応タイミング 
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表 1 調査方法 
 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 2016 年 2018 年 2020 年 2022 年 2024 年 

追 加 , 変 更

項目 
 ｢開発のきっ

かけ｣につい

ての設問を

追加｡ 

ユ ー ザ ー と

の共同開発

についての

項 目 を 追

加｡ 

ラディカル･

イノベーショ

ン に つ い て

の設問を追

加｡ 

2010 年か

ら変更無し｡ 

取引先,ラデ

ィカル･イノ

ベーションに

ついての設

問を削除｡ 

破 壊 的 イ ノ

ベーションに

ついての設

問を追加｡ 

2013 年調

査から変更

無し｡ 

破 壊 的 イ ノ

ベ ー シ ョ ン

を 削 除 ｡ 政

府 ･ 自 治 体

からの支援

についての

設 問 を 追

加｡ 

政 府 ･ 自 治

体からの支

援について

の 設 問 削

除｡ビジネス

エ コ シ ス テ

ム に つ い て

追加｡ 

ビ ジ ネ ス エ

コ シ ス テ ム

についての

設 問 削 除 ｡

緊急事態に

ついての設

問を追加｡ 

2020 年調

査から変更

無し｡ 

緊急事態に

つ い て ， 過

去のこととし

て若干のワ

ー デ ィ ン グ

変更｡ 

調査時期 2007 年 11 月

20 日 -12 月

20 日 

2008 年 11 月

20 日 -12 月

20 日 

2009 年 11 月

20 日 -12 月

23 日 

2010 年 11 月

10日-12月10

日 

2011 年 11 月

10日-2012年

1 月 20 日 

2012 年 11 月

10日-2013年

1 月 9 日 

2013 年 11 月

11 日-2014 年

1 月 10 日 

2014 年 11 月

20 日 -2015

年 1 月 9 日 

2016 年 11 月

18日-2017年

1 月 13 日 

2018 年 11 月

19日-2019年

1 月 11 日 

2020 年 11 月

23 日- 12 月

25 日 

2022 年 11 月

25 日 -2023

年 1 月 10 日 

2024 年 11 月

25 日 -2025

年 1 月 10 日 

発 

送 

数 

 

商 品 企

画 

319 247 260 

 

283 288 323 318 325 354 231 

(194/37) 

264 

(223/41) 

195 

(195/0) 

195 

(150/34) 

関 連 部

門 

293 399 371 328 226 285 422 318 1216 1062 

(391/671) 

1019 

(406/613) 

746 

 

(407/339) 

746 

 

(327/431) 

研 究 開

発 

- -  66 41 114 80 101 48 - - - - 

合計 612 646 631 677 555 722 820 744 1618 

(860/758) 

1293 

(585/708) 

1283 

(629/654) 

941 

(602/ 
339) 

942 

(477/ 
465) 

不到達数 -- -- 10 7 11 7 12 7 26(20/6) 10(3/7) 3(1/2) 0(0/0) 0(0/0) 

到達数 612 646 621 670 544 715 808 737 1598 

(840/752) 

1283 

(582/701) 

1280 

(628/652) 

941 

(602/339) 

942 

(477/ 
465) 

有効回答者

数 

151 124 103 133 121 149 137 112 323 

(118/205) 

272 

(85/187) 

98 

(34/64) 

176 

(57/119) 

(※) 

179 

(63/116) 

回収率(%) 24.6 23.4 16.6 19.9 22.2 20.8 16.9 15.1 20.2 

(14.0/27.3) 

21.2 

(14.6/26.7) 

7.7 

(5.4/9.8) 

18.7 

(9.5/35.1) 

(※) 

18.7 

(13.2/23.9) 

注 1)調査方法は 2020 年を除いて郵送法であり，依頼状とともに調査票および返信用封筒を送付した｡2020 年は，案内を郵送し，筆者のホームページから回答して頂いた｡調査時期は依頼状に

記した送付日および返送期限である｡実際には返送期限が過ぎても回答頂いたものも回答者数に含めてある｡ 

注 2) 2011 年については，12 月 15日時点での回答率が低かったため，未回答の企業に回答のお願いのハガキを送付した｡ 

(※)濱岡(2023a)では，上場，非上場の有効回答者数を入れ違えていた｡ 

注 3)2012 年以降は，はじめから 2 ヶ月の調査期間を設定した｡また，始めの数年は，送付対象が少ない場合は，前年の商品企画部門送付先リストを併用した｡ 

注 4) 発送数などの括弧内は(上場企業数/非上場企業数)｡
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3 ．時系列での変化 

以下では，前回調査との比較が可能な項目については，併せてグラフにまとめる。13 回分のグラフをすべて

示すと煩雑になるので，2007，2016，2024 年の結果のみをグラフに表示する。グラフ内の数字は 2024 年

「上場企業」の回答率もしくは平均値である7。 

 

1 ） 回答企業の業種分布（図 1） 

業種の分布は比較的安定しており，上場企業については｢食品｣「機械」「電気機器」「自動車・自動車部品」

などの割合が高くなっている。「小売」「不動産」なども選択されているが，「貴社が事業展開されている業種，

すべてに○をつけてください。」という設問であり，製造業以外にこれらの事業も展開していることを意味する。

非上場企業は「食品」「その他製造業」「電気機器」などの割合が高くなっている。単純集計を比較する際は，こ

の点に留意する必要がある。 

 

 

注)数字は 2024 年上場企業の値｡ただし，このグラフに関しては回答率ゼロの選択肢については数値ラベル

を略した｡各年のサンプル･サイズは，特に注がない場合には表 1 に示す通り｡ 

図１ 回答企業の業種分布 

 

2 ） トレンドの検定方法 

回答業種の分布などが異なるため，年ごとの平均値をそのまま比較しても，本質的な変化なのか，それとも

業種分布の変化によるのかを判別できない。同一企業に長期的に回答して頂ければパネル分析を行うことが

できるが，13 回ともに回答頂いた企業はない。このため，年による業種の分布の影響を除去するために，これ

までと同様，下記のような補正を行った（濱岡 2010a, b, 2011a, b, 2012a, b, 2013a, b, 2014a, b, 

2018, 2020a, 2021a, 2022. 2023a）。 

 
7 2006 年のパイロット調査については，張育菱ら（2007），張也ら（2007）を参照のこと。ただし，本調査とは調査項目，調査

対象が大きく異なる。 
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業種ダミー，回答年度を説明変数とする。2014 年度からは回答者の所属部署，社内での役職，そして

2016年以降については非上場企業も加えたため，上場ダミーも追加した8。2020 年，2022 年については，

これまでの郵送法ではなくWeb からの回答も可能としたので，「Web からの回答ダミー」も導入した9。 

5 段階尺度などメトリックな質問項目については回帰分析，選択式（ 0 / 1 ）の設問については二項ロジッ

ト分析を行った（線形トレンドモデル）。ただし，調査の継続にともなってサンプル数が増加し，トレンドが検出さ

れる傾向が強くなってきた。このため，2012 年度からは，調査年の代わりに 2007 年を基準とした調査年ダミ

ーを用いて同様の推定を行った（ダミー変数モデル）。AIC（Akaike’s Information Criterion）によって

線形トレンドモデルとダミー変数モデルの適合度を比較し，線形トレンドモデルの方が適合度が高く，回答年度

の係数が 0 という仮説が少なくとも 10％水準で棄却された場合に，増加もしくは減少の線形トレンドがあると

判定する10。なお，本稿には数値を含めていないが，このようにして推定されたモデルのあてはまりは低いので，

他の要因を考慮する必要があることに注意したい11。 

 

3 ） トレンドのある項目 

表 2 には，このようにして推定したトレンド係数のうち有意となった項目について，符号と有意水準を示す。

この表で例えば「+++」とある項目は係数が正で 1 ％水準で有意であったことを示す。長期的に比較可能な

のは 250 項目だが，それらのうちトレンド変数が少なくとも 10％水準で有意になったのは，表 2 で＋もしくは

－の符号がついている 47 項目であった。前回までの調査では 37 項目であったので，それよりも 10 項目増

加したことになる。 

表 2 の「前回」の列には，前回までの調査でのトレンド検定の結果を示した。つまり，「前回」のセルが空欄の項

目は，前回はトレンド係数は有意ではなかったが，今回新たに有意な線形トレンドが検出されたことを意味する。

このような項目は 12 ある｡逆に表 2 には示していないが，｢20.建設｣｢売上や利益などの目標を明確に定め

る｡｣の 2 項目は，前回はそれぞれ正，負で 10%水準で有意であったが，今回は有意とならなかった｡本研究

では，変化を検出するため，危険率を 10%水準と甘めに設定しているので，若干の入れ替わりはありうる12｡

今回，新たに有意となった｢10.オンエア後の広告追跡調査(-)｣｢使ってみないと良さがわからない製品である

(+++)｡｣｢インターネット上でのユーザー間での交流が活発である｡(--)｣などは，後述のトレンドに関連する

項目である13｡ 変化した項目に注目しがちだが，250 項目中 203 項目については直線トレンドがないことを

意味しており，単純集計に示すような傾向が日本企業に共通する傾向であることを示唆している。 

以下では，トレンド係数が少なくとも 10％水準で有意となった項目，つまり＋もしくは－がついている項目に

注目して，大まかな傾向を指摘する。なお，前述のように，これらの傾向は若干の項目の違いがあるが前々回

調査（濱岡 2021a），前回調査（濱岡 2023a）と同様である。 

・製品の複雑化 

「多数の素材，部品，要素から構成される。」｢使ってみないと良さがわからない製品である｡｣に正のトレンド

がある一方で「ユーザーがカスタマイズすることが容易な製品である。」「ユーザーが開発したり，カスタマイズ

するための情報やツールは簡単に入手できる。」は低下傾向にある。製品が複雑になり，ユーザーがカスタマイ

ズすることも困難になっていることがわかる。ユーザー関連の 2 項目は，ユーザー・イノベーションを促進する

と考えられる「技術情報の明示性」（von Hippel 1988）を測定するために設定した項目であり，これが低下し

 
8 所属部署については下記のように分類した。 

・「製品開発関連（1022 名）」「研究開発関連（170 名）」「広報関連（109 名）」「総務関連（251 名）」「その他（529 名）」 

・社内での役職 「所長・取締役級（514 名）」「部長級（797 名」「係課長級（313 名）」「役職無し（457 名）」 
9 「Web からの回答ダミー」は濱岡(2021a)では「インターネット調査ダミー」と呼んでいたが同じ変数である。なお，2020 年

はすべてWeb からの回答であったため，2020 年ダミーと一致していたため，ダミー変数モデルには導入できなかった。2022

年，2024 年は郵送による回答とWeb からの回答が存在するため，ダミー変数モデルにも導入可能となった。この変数は，同じ

調査でもアンケート用紙での記入とWeb フォームへの回答という調査モードの違い，それぞれに回答しやすい企業の特性など

を反映した変数となる。 
10 線形ではなく曲線を仮定することも可能だが，細かい変化を示唆する理論もないため，年度とともに減少もしくは増加すると

いう線形トレンドモデルおよび，関数形を規定しないダミー変数モデルを想定している。 
11 回帰分析の場合，多くの変数について R2 は 0.1 にも満たない。 
12同様の理由により，多重検定の補正も行っていない｡ 
13 今回新たに有意となった 12項目のうち，｢15.海外の市場動向(++)｣｢使ってみないと良さがわからない製品である

(+++)｡｣｢インターネット上でのユーザー間での交流が活発である｡(--)｣以外は，有意水準 10%であり，より長期に確認する

必要があるだろう｡ 
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ていることは，ユーザーによるイノベーションが生じにくくなっていることを意味する。 

・市場の変動の低下 

前回に引き続いて市場の状況のうち，「消費者，ユーザーの好みの変化が激しい。」「価格競争が激しい。」の

2 項目が低下傾向にある。後述するように「開発プロセスでの情報収集活動の低下」がみられるが，回答企業

においては「消費者，ユーザーの好み」がある程度把握できていると考えられる。 

・ユーザー間，ユーザーとの関係の希薄化 

｢インターネット上でのユーザー間での交流が活発である｡｣「対面でのユーザー間での交流が活発である。」

などユーザー間の交流，「貴社とユーザーのインターネットを通じた交流が活発である。」など企業とユーザー

間の交流も低下傾向にある。これに関しては，前回までは有意ではなかった「ユーザーに新製品の発売や使い

方などの情報を提供している。」「ユーザーに開発ツールを提供している。」も負で有意となった。ユーザーへの

情報やツールの提供も低下傾向にある。 

・開発プロセスでの情報収集活動の低下 

市場情報の収集について，前回までは有意ではなかった，｢23.オンライン･コミュニティでの会話のモニター

(+)｣以外の 4 項目，つまり「4. 定期的な消費者，ユーザー定量調査」｢10.オンエア後の広告追跡調査｣「17. 

企業イメージ調査」「19. 媒体（視聴率など）調査」は負で有意となった。製品開発プロセスのうち，「製品を開

発する際には事前に多量のニーズ情報を収集しなければならない。」が低下傾向にある一方で，「消費者のニ

ーズ情報を入手したり解釈するには手間やコストがかかる。」は増加傾向にある。ニーズ情報の収集自体への

重要性は低下しているものの，必要な情報を入手するためのコスト，つまり「情報の粘着性（von Hippel 

1988）」が高まっている。これがユーザーと企業との交流を阻害する要因の一つだと考えられる14。 

・企業内，企業間での情報共有の進展15 

「親会社や子会社とも情報を共有している。」「親会社や子会社に対して優先的に技術についての情報を提

供している。」といったグループ内外での情報共有が上昇傾向にあり，「業界の技術交流会などによく参加す

る。」は低下トレンドにある｡ユーザーだけでなく，グループ外との交流が低下傾向にあるようである。 

・企業内の公募，知識や情報共有の低下16 

グループ内での情報共有が進展する一方で，「新製品開発や新規プロジェクトのテーマについて社内公募

が行われている。」「必要な人材を集めるための社内公募制度が活用されている。」といった職能横断のチーム

による開発，「必要な知識，情報を社内で共有，問いかけることができるシステムがある。」といった社内での知

識や情報共有が低下傾向にある。顧客のニーズ情報の共有についてはある程度の進展がみられるものの，技

術やナレッジを共有，さらにはシステムを介した社内コミュニケーションの円滑化には至っていない。 

・ 失敗を恐れるだけでなくラディカルな製品も投入できない傾向 

組織文化についての「失敗をおそれない社風である。」「失敗しても再挑戦できる雰囲気である。」｢これまで

とはまったく異なる技術に基づく製品の発売は他社よりも速い｡｣が有意な低下傾向，「既存製品とラディカルに

異なる製品を投入することはほとんどない。」が有意な増加傾向となった。失敗を恐れる傾向が強まるだけでな

く，ラディカルに異なる製品を導入するという行動レベルでも低下傾向となっている。 

・研究開発調査との比較 

同時に行ってきた研究開発についての調査で 2007 年から 2023 年の 17 年間（13 回の調査）でトレンド

変数が有意となったのは時系列で比較可能な 323 項目中 78 項目（前回まででは 63 項目）であった（濱岡 

2024）。これら項目から，「研究開発の高度化」「ユーザーへの評価，対応の低下」「研究開発のオープン化の

停滞と限界」「研究開発のインセンティブの変化」「海外での R&D の自律化と成果向上」「技術や品質の強化

の一方での開発スピードの低下」など研究開発が困難になっていることがわかった。製品カテゴリの特徴，競

合他社と比べた自社の強み，企業理念や組織文化についての項 1 目は，二つの調査でほぼ共通であるが，研

究開発担当者は自社の製品や技術，組織への評価を高める傾向にあるが，製品開発担当者にはこれとは逆の

傾向がある。市場により近い立場であるためかもしれない。一方で，ユーザーとの交流やオープン化の停滞な

ど外部との連携が停滞しているという評価は共通している。 

 

 
14 もちろん逆の因果関係もあり得る。 
15 これについては「顧客ニーズ情報が事業部間，部門間で共有されている。」が，2018 年までは正で有意であったが，その後，

有意ではなくなった。 
16 これらは前回も同様に有意であった。 
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表 2 18年間のトレンド係数が有意となった項目 

 

注)数値は平均値(5段階尺度)もしくは回答率(○をつけた企業の割合)｡ 

 有意水準のうち｢前回｣は, 2007-2022 年までの 16年間，｢今回｣は 2007-2024 年までの 18年間のデータを用いて推定したトレンド係数の検定結果｡ 

 +++(---):係数は正(負)で 1%水準で有意  ++(--):5%水準で正(負)で有意  +(-):10%水準で正(負)で有意  

  販売経路についての設問は 2012 年以降は削除した｡製品開発のきっかけは 2008年から設定した｡
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4 ．単純集計の結果 

以下では各設問について単純集計の結果を紹介する。前述のようにしてトレンド変数が有意となった項目に

ついてはグラフラベルの先頭に表 2 と同様に有意水準を「+++」のように表示する。 

 

1 ） 製品と市場の状況 

（ 1 ） 製品カテゴリの特徴（図 2 ） 

「部品や素材だけでなく，生産などのノウハウが重要である。」という，情報の暗黙性の高さを示す項目とあ

わせて，｢スペック，仕様などで製品の特徴が十分にわかる製品である｡｣「特許の取得や，それによる保護が重

要な製品である。」という，情報の明示性を示す項目も比較的高くなっている。これらがともに高いということは，

生産プロセス，製品の機能ともに独自性の保護が重要であることを意味する。時系列では，「多数の素材，部

品，要素から構成される。」が上昇傾向にあった。製品の構造自体が複雑化していることが窺える。 

ユーザー・イノベーションを促進するためにツールキットを提供することが重要であると指摘されているが

（von Hippel and Katz 2002），「ユーザーがカスタマイズすることが容易な製品である。」「ユーザーが開

発したり，カスタマイズするための情報やツールは簡単に入手できる。」はともに平均値が低いだけでなく，トレ

ンドも低下傾向であり，製品の複雑化とあわせてカスタマイズなどに，ユーザーが関与することが困難となって

いる。 

 

 

注)｢消費者向けの製品である｡｣は 2013 年から設定したので 2007 年のデータは存在しない｡2012 年度以

降，｢用途は多様である｡｣｢製品を使いこなすにはかなりの努力が必要｡｣｢技術情報をユーザーが利用できる

ようになることは極めて難しい｡｣は削除した｡ 

図 2 製品カテゴリの特徴 

 

 

（ 2 ） 市場の状況（図 3 ） 

市場の状況については，Porter（1982）の枠組みを参照して市場の変化，競争，供給者，ユーザー・消費者

についての項目を設定した。全体としては，｢強力な競争相手｣がおり｢価格競争が激しく｣，｢売上や利益を確

保するためには新製品の投入が必要｣であることがわかる。ただし，トレンドとしては，「消費者，ユーザーの好
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みの変化が激しい。」「価格競争が激しい。」「売上や利益を確保するには新製品の投入が必要である。」が低

下傾向にある。 

 

図 3 市場の状況 

2 ） 競合他社と比べた自社の強み（図 4） 

前項でみたように｢強力な競争相手｣の平均値は高かった｡ここでは他社との詳細に比較してもらった。「他

社と比べて製品の品質，機能は高い。」「他社と比べて優れた技術をもっている。」「他社と比べると顧客満足度

は高い。」などの平均値は高く，技術や品質については優位性があると評価している。これらと比べるとグラフ

右側の製品開発の成果に関する項目は低くなっている。特に「他社と比べて新製品の開発スピードは速い。」

「他社と比べて新製品を早く発売する。」といったスピードに関する評価は低くなっている。さらに，グラフ右側

の項目については，低下トレンドが有意となっており，問題が深刻化していることがわかる｡ 

 

 

図4 競合他社と比べた自社の強み 
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3 ） 情報の収集と利用 

（ 1 ） 市場情報の収集（図 5 ） 

「営業担当者を通じた情報収集」「競争企業，製品のベンチマーク」「顧客の利用／消費現場への訪問，観察」

「お客様窓口からの情報集約」など，日常の業務を通じた活動からの情報収集が行われていることがわかる。

これらと比べると，定量，定性的なマーケティング・リサーチの実施割合は比較的低く，「4. 定期的な消費者，

ユーザー定量調査」｢10.オンエア後の広告追跡調査｣「17. 企業イメージ調査」「19. 媒体（視聴率など）調査」

は低下傾向にある｡ 

 

 

図 5 市場情報の収集 

 

（ 2 ） 情報の利用，共有（図6 ） 

ここでは情報の利用，共有状況を主観的に評価してもらった。「収集した情報を十分に検討している。」「潜

在的なニーズも把握する。」「潜在顧客の情報も把握する。」などは中立点「どちらともいえない」である 3 より

も高くなっている｡情報共有については，自社内，親会社や子会社，他社に分けて質問したがこれらも 3 よりも

高くなっている。「親会社や子会社とも情報を共有している。」「親会社や子会社に対して優先的に技術につい

ての情報を提供している。」については，前回から引き続いてトレンドが正で有意であり，グループ内での情報

共有が進行していることがわかる。一方，「企業間の共同研究によく参加する。」は相対的に低くなっている他，

「業界の技術交流会などによく参加する。」は，低下傾向にある｡ 

情報の利用について，「情報を得ても実行するまでには時間がかかる。」は高く，「顧客からの提案を製品や

マーケティングへと迅速に反映する。」は低くなっている。これは，前々項で製品開発スピードに関する評価が

低かったことと一貫した結果である。 
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図6 情報の利用，共有 

 

 

4 ） 新製品開発 

（ 1 ） 新製品の開発数（図 7 a, b） 

新製品の開発数について，総数および，新製品の革新性を考慮して，「これまでの製品の改良，アイテムの追

加など」「大規模なモデルチェンジ，新ブランドの追加など」「これまでにない革新的な製品」に分けて回答しても

らった。1 社当りの新製品の総数の平均は 36.5 である17。このうち「これまでの製品の改良，アイテムの追加

など」が 25.6，「大規模なモデルチェンジ，新ブランドの追加など」は 8.3 であるのに対して，「これまでにない
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成功しにくいことがわかる。 
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図 7－a新製品の開発数 

 

図 7－b 新製品の成功数 

 注)無回答があるため,項目によってサンプル数は異なる｡2016年は､開発した製品数が 500 を越える企業

があったが,この集計からは除外した｡ 
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合相手への対抗」「営業／販売現場からの要望」が特に高くなっており，開発者以外からの要望が開発のきっ

かけとなることが多いようである。 

一方，「規制緩和」「流行や計画的な陳腐化を行うため」「生産現場（工場稼働率向上のため）」が低いことか

ら，開発はこれらの環境の変化や社内外の要請に対応するために行われるわけではないことがわかる。また，

「社内での公募など公式な提案」と「社員の思い入れや熱意など非公式な提案」の両項目が低いことから，社内

での新製品への提案活動はあまり活発ではないことがわかる。非上場企業も，上場企業と似た傾向にあるが，

「競合相手への対抗」「海外の市場動向」「技術環境の変化」「自社の技術開発の成功」などの項目は低くなって

いる。 

 

 

注)この設問は 2008年度から設定したため，2007 年にかわって 2008年の値を図示した｡ 

図8 製品開発のきっかけ 

 

（ 3 ） 導入されている製品開発のツール（図9） 

製品開発がどのように行われているかを知るために，用いるツールについて質問した。「CAD（コンピュータ

による設計）」は 73.0％,「CAE（コンピュータ上での試作，シミュレーション）」は 39.7％の上場企業で用いら

れている｡一方，「試作品の作成による外観などのチェック」も 79.4％，「試作品の利用による問題発見」

80.7％と高くなっており，情報化は進んでいるが，試作品も重要であることがわかる。｢10.遠隔会議システ

ム｣も高くなっているが，これは新型コロナでのリモート化によるのであろう｡非上場企業では，全般的に上場企

業と比べて,これらのツールの使用割合は低い傾向にある。これは，非上場企業では規模が小さいことや,「食

品」工業の割合が高く，情報システムを利用した設計などが不可能であることも関係しているのだろう。 
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図9 導入されている製品開発のツール 

 

（ 4 ） 製品開発のプロセス（図 10a, b） 

製品開発プロセスについては，開発の進め方，開発中のニーズ情報および技術情報の利用状況，開発のた

めの組織（メンバーの役割分担やリーダー），手順，期限や目標の設定などについて質問した。 

Clark and Fujimoto（1991）は，日本の自動車企業の開発体制の特徴として，複数の作業が並行して行

われる「コンカレント開発」，メンバーが複数の機能を果たす「多重の役割分担」，多岐にわたる分野についての

知識と権限をもつ「重量級プロジェクト・リーダー」などを挙げている。 

「開発は様々な作業を並行して進める。」「プロジェクトメンバーは複数の役割を果たしている。」が高くなっ

ており，同時に複数の作業が進められ，かつ一人が複数の役割を果たすというコンカレント型の開発が行われ

ていることがわかる。一方，「研究開発とマーケティングの両方に通じている者が多い。」「リーダーは開発から
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るまで責任と権限を持っている。」も中立点である 3.1 程度となっており，多岐にわたる分野についての知識と

権限を持つ「重量級プロジェクト・リーダー」はあまりいないようである。「リーダーは開発から発売に至るまで

の多様な分野の知識を持っている。」は負のトレンドが検出されたことから，一人が多様な知識を持つことが困
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はいずれも 3 を超えており，フロントローディング型（Thomke and Fujimoto 2000）で開発される傾向が
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る18。時系列では，「製品を開発する際には事前に多量のニーズ情報を収集しなければならない。」が低下傾向

にある一方で，「消費者のニーズ情報を入手したり解釈するには手間やコストがかかる。」が増加傾向にある。

ニーズ情報の収集自体への重要性は低下しているものの，必要なニーズ情報を移転させるためのコストは増

加しており，「情報の粘着性」（von Hippel 1988）が高まっていることがわかる。 

 

図 10－ a 製品開発のプロセス(その 1) 

 

図 10－ b 製品開発のプロセス(その 2) 

 
18 産業財が主力である企業が比較的多く，消費者向けの広告を行っていないことも広告の追跡調査の平均値が低い原因であ

ろう。 
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5 ）  ユーザーおよびユーザー・イノベーション（図 11a, b，図 12） 

von Hippel（1988）は，科学計測機器や産業財について，ユーザー企業がイノベーションの源泉となって

いることを示した。その後，オープンソース・ソフトウエアやスポーツなどで，より一般的なユーザーがイノベーシ

ョンの源泉となることが示されている（von Hippel 2005, 2016）。 

ユーザー・イノベーションの発生について，「貴社のユーザーが，新しい製品をつくったりイノベーションの源

泉となったりすることはありますか？」と，「（貴社の業界では）ユーザーが実際に新しい製品を実現することが

ある。」を設定した（図 11a, b）。 

それぞれ 5 段階で回答してもらった。自社の顧客に限定すると，ユーザーによるイノベーションの発生を認

知している上場企業は 10% 程度（｢そうである｣｢まったくそうである｣の合計）だが，業界で広く考えると，

2022 年を除いて，15%程度となっている｡ 

さらに，ユーザーについて細かく評価してもらった（図 12）。「優れた知識を持つユーザーが多い。」「優れた

技術を持つユーザーが多い。」など，ユーザーへの評価は比較的高くなっている。「ユーザーからの苦情や喜び

の言葉が伝えられることが多い。」とあわせて，「ユーザーに新製品の発売や使い方などについての情報を提

供している。」「ユーザーに製品の技術を提供している。」も高いことから，自社とユーザーとが相互作用してい

ることがわかる。このように多様な主体が相互作用しながら「共進化（濱岡 2002, 2004, 2007）」している

ことがわかる。ただし，提供に関する項目は低下傾向にある。 

「ユーザー間での交流」「貴社とユーザーとの交流」ともにインターネットよりも，対面での交流が活発である

が中立点である 3 よりも低い｡さらに，トレンドとしては，これらの項目だけでなく，「貴社が組織したユーザー会

の活動は活発である。」「ユーザーが組織したユーザー会やコミュニティの活動は活発である。」も低下傾向に

ある。 

2009 年から追加した製品開発への顧客参加についての設問をみると，「ユーザーや顧客が製品開発プロ

セスに参加することが多い。」「ユーザーや顧客と共同で製品開発することが多い。」は比較的低くなっている｡

さらに，「ユーザーに開発ツールを提供している。」は平均値が低いだけでなく，低下トレンドにある。製品の複

雑化などのためか，ユーザー・イノベーションを促進させるツールキットのユーザーへの提供が縮小される傾向

にある。 

 

*)2007，2016，2018，2020 年は，｢1.まったくそうではない｣が比較的高い｡これは，具体的にどのようなイ

ノベーションかを記述してもらったためだと考えられる｡ 

｢全体｣は単純に回答企業の回答を合計した値である｡ 

注)｢貴社のユーザーが実際に新しい製品を実現することがある。｣への回答｡ 
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図 11-a 自社のユーザーによるイノベーション 

 

注)｢貴社の業界では，ユーザーが実際に新しい製品を実現することがある。｣への回答｡ 

図 11-b 業界におけるユーザー･イノベーション 

 

 

注) ｢ユーザーや顧客が製品開発プロセスに参加することが多い｣｢ユーザーや顧客と共同で製品開発するこ

とが多い｣は,2009年から設定した項目である｡ 

図 12 ユーザーおよびユーザー･イノベーション 
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6 ） 企業理念や組織文化（図 13） 

企業全体について，リスク志向，社内での公募，マーケティング行動や顧客対応の一貫性，経営の方向性と

その共有，長期的志向，社内でのコミュニケーション，社会への貢献，社会からの信頼について回答してもらっ

た。 

「経営の方向性をトップが明確に示している。」｢トップが変わっても変わらない経営や行動の原則がある｡｣

「経営の方向性を社員が意識している。」が高くなっている。日本企業の特徴として，本部の戦略の不在と現場

の強さが指摘されるが，そのような見方に疑問を投げかける結果である。加護野ら（1983）は日本企業の特徴

として集団志向によるコンセンサス重視を指摘した。ここでも「組織の調和，コンセンサスが重視されている。」

が 3.7 となっているが，「個人の主体性が重視されている。」も 3.4 であり，単に集団志向であるのではなく，

社員個人の能動性も重視されている。「貴社は顧客や取引先から信頼されている。」「貴社は社会からも尊敬

されている。」の 2 項目の平均値は高く，自社を信頼されている企業であると評価している。 

ただし，「新製品開発や新規プロジェクトのテーマについて社内公募が行われている。」「必要な人材を集め

るための社内公募制度が活用されている。」といった公募制度の平均値は低いだけでなく，低下トレンドにある。

このように組織に変異を導入する制度が不活性化しつつあり，さらに「失敗をおそれない社風である。」「失敗

しても再挑戦できる雰囲気である。」も低下傾向にある。加えて，「既存製品とはまったく異なる製品を発売する

ことが多い。」「これまでとはまったく異なる技術に基づく製品の発売は他社よりも速い。」というラディカル・イノ

ベーション能力への回答は低く，これの逆転項目である「既存製品とラディカルに異なる製品を投入することは

ほとんどない。」は平均値が高いだけでなく，トレンドが正で有意となった。このように，変異をおそれてリスクを

とらず，これまでと異なる製品を導入できなくなっているようである。 

 

 

 

図 13 企業理念や組織文化 

  

3.1

3.5

2.3

2.4

3.5

2.8

2.4

3.0 3.1

3.8 3.9
3.7

3.3

3.2

3.4

3.7
4.0

3.9

3.6

3.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

(
-
-
)
失
敗
を
お
そ
れ
な
い
社
風
で
あ
る
｡

(
-
)
失
敗
し
て
も
再
挑
戦
で
き
る
雰
囲
気
で
あ

る
｡

既
存
製
品
と
は
ま
っ
た
く
異
な
る
製
品
を
発
売

す
る
こ
と
が
多
い
｡

(
-
)
こ
れ
ま
で
と
は
ま
っ
た
く
異
な
る
技
術
に
基

づ
く
製
品
の
発
売
は
他
社
よ
り
も
速
い
｡

(
+
+
+
)
既
存
製
品
と
ラ
デ
ィ
カ
ル
に
異
な
る
製
品

を
投
入
す
る
こ
と
は
ほ
と
ん
ど
な
い
｡

(
-
)
新
製
品
開
発
や
新
規
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
テ
ー

マ
に
つ
い
て
社
内
公
募
が
行
わ
れ
て
い
る
｡

(
-
-
-
)
必
要
な
人
材
を
集
め
る
た
め
の
社
内
公
募

制
度
が
活
用
さ
れ
て
い
る
｡

製
品
､
価
格
､
広
告
な
ど
一
貫
性
の
あ
る
マ
ー
ケ

テ
ィ
ン
グ
を
行
っ
て
い
る
｡

顧
客
や
取
引
先
か
ら
の
提
案
や
苦
情
に
つ
い
て
､

人
や
部
門
に
よ
る
対
応
の
ば
ら
つ
き
は
な
い
｡

ト
ッ
プ
が
変
わ
っ
て
も
変
わ
ら
な
い
経
営
や
行

動
の
原
則
が
あ
る
｡

経
営
の
方
向
性
を
ト
ッ
プ
が
明
確
に
示
し
て
い

る
｡

経
営
の
方
向
性
を
社
員
が
意
識
し
て
い
る
｡

(
-
)
必
要
な
知
識
､
情
報
を
社
内
で
共
有
､
問
い
か

け
る
こ
と
が
で
き
る
シ
ス
テ
ム
が
あ
る
｡

他
の
社
員
の
研
究
や
課
題
解
決
を
支
援
す
る
こ

と
が
奨
励
さ
れ
て
い
る
｡

個
人
の
主
体
性
が
重
視
さ
れ
て
い
る
。

組
織
の
調
和
､
コ
ン
セ
ン
サ
ス
が
重
視
さ
れ
て
い

る
｡

貴
社
は
顧
客
や
取
引
先
か
ら
信
頼
さ
れ
て
い
る

貴
社
は
顧
客
や
取
引
先
か
ら
も
公
正
な
企
業
だ

と
評
価
さ
れ
て
い
る
｡

社
員
は
貴
社
の
社
員
で
あ
る
こ
と
に
誇
り
を

持
っ
て
い
る
｡

貴
社
は
社
会
か
ら
も
尊
敬
さ
れ
て
い
る
｡

平
均
値
(
5
段
階
尺
度
)

2007 2016 2024 2024非上場



 

21 
 

 

5 ．二つの緊急事態の影響，対応について 

2020 年，2022 年に続いて，2011 年 3 月の東日本大震災，2020 年 1 月からの新型コロナウイルスと

いう二つの緊急事態に関する項目を設定した。ここでは，それらへの回答を上場，非上場企業にわけて集計す

る。なお,これらについては 3 時点のみなのでトレンド検定は行っていない｡ 

 

1 ）  東日本大震災・福島原発事故の影響（図 14） 

2011 年の東日本大震災・福島原発事故時に受けた影響については「原材料の調達」「製品の流通」などサ

プライチェーンおよび｢業績(売上，利益など)｣への影響が大きく，これらと比べると「自社の拠点」「新製品開発

活動，導入数」「製品販売，マーケティング活動，費用」への影響は限定的であった。非上場企業については，上

場企業と比べると影響は小さく評価されている｡これは業務の地理的範囲が上場企業と比べると限られるため

であろう｡ 

 

 

注) ｢東日本大震災や福島原発による貴社への影響についてそれぞれお答えください｡｣｢5:非常に大きな影

響を受けた~1:影響はほぼ受けなかった｣への回答｡2020，2022,2024 とあるのは各年に実施した上場企

業の回答｡ 

図 14 東日本大震災時の業務への影響 

 

2 ）  自然災害や大火災，疫病等の緊急事態への対応（図 15） 

緊急時の対応として，自社の基幹事業を停止させるリスクやボトルネックなどを想定し，それへの対応を計

画としてまとめた「業務もしくは事業継続計画19」の策定や訓練などが求められてきた。｢4.緊急事態を想定し

 
19 ここでの記述は，下記による。 

 経産省（2007）「企業における情報セキュリティガバナンスのあり方に関する研究会 報告書参考資料 事業継続計画策定ガイ

ドライン」https://www.meti.go.jp/policy/netsecurity/ 

downloadfiles/ 6 _bcpguide.pdf 

 事業（業務）継続計画は，東日本大震災前から確立された手法であり，上記の報告書の他， 

内閣府は 2005 年以降「事業継続ガイドライン」をまとめ，その後，2009 年には第 2 版，大震災後の 2013 年には第 3 版をま
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た社内での訓練｣｢1.緊急事態に対応する危機管理部門の設置｣｢2.緊急事態時の業務継続計画の策定｣の実

施率は，2020 年は 60%台であったが，その後 70%以上の上場企業が実施しており，対応が進められたこ

とがわかる｡これら社内での対策と比べて，｢6.緊急事態を想定した生産拠点の整備｣｢7.緊急事態を想定した

調達先の整備｣などサプライチェーン対策は 40%程度のままである｡さらに，｢5.緊急事態を想定した取引先と

の情報共有｣｢8.緊急事態を想定した官庁，自治体との情報共有，連絡｣の実施率は 20%台と低いままである｡ 

 
図 15 自然災害や大火災，疫病等の緊急事態への準備状況 

 

3 ） リモートワークの状況（図 16） 

2020 年 1 月以降の新型コロナウイルス感染への対策としてリモート化が進められた。これについて，業務

内容毎に質問した。「社内」「取引先」との「製品開発の会議や打ち合わせ」は比較的リモート化が進んだが，「全

社的に出社頻度は大きく低下した。」については，これらよりも進んでいないことがわかる｡「リモート化によって

意思決定が円滑になった｡｣｢リモート化によって社内でのコミュニケーションが困難になった｡｣｢消費者，ユー

ザーへの調査が困難になった｡｣などリモート化への正負の評価はいずれも 2.8もしくは 2.9点と中立点(どち

らともいえない)程度となっている｡ 

 
とめた。 

 http://www.bousai.go.jp/kyoiku/kigyou/keizoku/sk_04.html 

 内閣府のガイドライン第 3 版では「本ガイドラインが示す BCM は，企業・組織の事業（特に製品・サービス供給）の中断をもた

らす自然災害を対象としているが，大事故，感染症のまん延（パンデミック），テロ等の事件，サプライチェーン途絶など，事業の中

断をもたらす可能性がある，あらゆる発生事象について適用可能である。」としていた。BCM は Business Continuity 

Management の略で計画のみならず，その実行，結果の把握，改善も含む。 

 内閣府（2013）「事業継続ガイドライン─あらゆる危機的事象を乗り越えるための戦略と対応─（平成 25 年 8 月改定）」 

 http://www.bousai.go.jp/kyoiku/kigyou/keizoku/pdf/guideline03.pdf 
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注)｢5:まったくそうである~1:まったくそうではない｣の 5段階尺度(以下同様) 

図 16 リモートワークの導入･実施状況 

 

4 ）  新型コロナウイルスによる市場や業務への影響（図 17） 

2020 年，2022 年は「自社の売上が減少した。」の平均値が高かったが，2024 年には低下し，新型コロナ

ウイルスの影響が低下したことがわかる｡その他の項目については，いずれも低い値となっている｡「新しいニ

ーズが見いだされた。」「新しい調達先や販路が見いだされた。」など平均値は高くはないが，新しいニーズや

販路を見いだした企業が存在することは一つの希望である。 

 

図 17  新型コロナウイルスによる市場や業務への影響 
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5 ） 緊急事態への対応タイミング（図 18） 

新型コロナウイルス対策に関して，｢どのタイミングで対応するか｣，2024 年については｢どのタイミングで対

応したか｣を回答してもらった。「国や自治体の指針よりも厳しい基準で出社制限などを行っている。」上場企

業は 2020 年調査では 21.2％あったが，2022 年は 7.1%，2024 年は 4.9％に減少した。一方で，「国や

自治体の指針が発出されたタイミングで出社制限などを行っている。」上場企業は，2020 年の 63.6％から

2022 年は 89.3%へと増加した。 

 

 

注) 2020,2022 年のワーディングを示す｡2024 年については，｢行った｡｣とした｡ 

図 18 緊急事態への対応タイミング 

 

6 ．まとめ 

本稿では，2024 年 11 月から行った「製品開発に関する調査」について，2007 年からのトレンドの有無を

検定し，単純集計の結果をまとめた。まず，回答企業の分布などが異なり，13 回とも継続して回答した企業は

ないにもかかわらず，設定した 250 項目のうち，有意なトレンドがあったのは 47 項目のみであった。このこと

は，ここに紹介した結果が広く日本企業に共通する傾向であることを意味している。変化した項目からは，前回

までの調査同様「製品の複雑化」「市場の変動の低下」「ユーザー間，ユーザーとの関係の希薄化」「開発プロセ

スでの情報収集活動の低下」「企業内，企業間での情報共有の進展」「企業内での公募，知識や情報共有の低

下」などの問題が重要化していた。今回，12 項目について，新たに有意な線形トレンドが検出されたが，例えば

｢10.オンエア後の広告追跡調査(-)｣は前述の「開発プロセスでの情報収集活動の低下」，｢使ってみないと良

さがわからない製品である(+++)｡｣は「製品の複雑化」，｢インターネット上でのユーザー間での交流が活発

である｡(--)｣は，「ユーザー間，ユーザーとの関係の希薄化」というトレンドに関連する項目であった｡ 

前回調査に続いて，緊急事態に関する項目を設定した。2011 年の東日本大震災・福島原発事故時に受け

た影響については「原材料の調達」「製品の流通」などサプライチェーンおよび｢業績(売上，利益など)｣への影

響が大きく，これらと比べると「自社の拠点」「新製品開発活動」「製品販売，マーケティング活動」への影響は限

定的であった。緊急事態時の「社内での訓練」｢対応する危機管理部問の設置｣「業務継続計画の策定」の実施

率は 2020 年と比べて高くなり，70%以上の企業が行っている｡一方，「生産拠点の整備」「調達先の整備」な
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ど東日本大震災で影響が大きかったサプライチェーンの整備は 40%程度，緊急事態を想定した「取引先」｢官

庁，自治体｣との情報共有は 20%台と実施率は低いままである。 

新型コロナウイルス感染への対策として，「社内」「取引先」との「製品開発の会議や打ち合わせ」は比較的リ

モート化が進んだが，「リモート化によって意思決定が円滑になった｡｣｢リモート化によって社内でのコミュニケ

ーションが困難になった｡｣｢消費者，ユーザーへの調査が困難になった｡｣など，リモート化による評価について

は，どちらともいえない状況となっている｡ 

2020 年に回答頂いた製品開発担当者への調査データを用いて分析したところ，「東日本大震災のインパク

ト」→「業務継続計画(BCMP) の整備」→「リモートワーク導入の効果」へのハスが有意であること，つまり 

BCMP を整備しているほどリモートワーク導入の効果が高いことがわかった。ただし，「リモートワーク導入の

効果」から「売上の減少」「新たな販路，ニーズの発見」へのパスは有意ではなかった(濱岡 2021b)。このこと

は，リモートワークでのコミュニケーションの確保だけでは，これらを抑制，促進できないことを意味する。その

後，研究開発担当者を含めて 6回の調査結果が累積されたので，確認のための分析を行う予定である｡ 

新型コロナウイルスへの対応タイミングに関して，2020 年は 21.2%が「国や自治体の指針よりも厳しい基準

で出社制限」していたが，その後，この割合は低下し，「国や自治体の指針が発出されたタイミングで出社制限

など」を行っている企業が増加した｡日本政府の新型コロナウイルス対策には，検査の拡充の遅さなどの課題

がある(2020b, c, 2021c, d)｡また，2023 年 5 月に感染症 5類へと引き下げてから 2024 年 8月までに

4 万人以上が死亡したが20，そのこと自体が知られていないだけでなく，検査拡充などの対策も行われていな

い｡企業の場合，取引先などとの関係もあり，自社の判断だけでは行動できないため，国や自治体の決定を待

っている可能性もあるが，このような国の政策に依存するのではなく，先行的に行動すべきであろう。 

このように変化だけでなく，変化しなかった点を把握できることが継続調査のメリットである｡今後も，同様の

調査を継続していきたい｡ 
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15K03674）」。2021-2024 年度「日本企業の研究開発・製品開発のオープン化・共進化の動向：ネットワー

ク視点の導入（同 21K01702）」。2019 年度，2020 年度は慶應義塾大学特別研究費および学事振興資金

（研究科枠）を受けた。回答頂いた企業の皆様にも深謝する。 
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